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当資料は市場環境に関する情報の提供を目的としてニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、特定の有価証券等の勧誘を目的とするものではあり
ません。 当資料は信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。当資料のグラフ・数
値等はあくまでも過去の実績であり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しておりませんので、実質的な
投資成果を示すものではありません。 当資料のいかなる内容も、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。 
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2013年10月24日 

<審査確認番号H25-TB68> 

～資金循環統計にみる日本の家計金融資産残高の動向について～ 

◆ 2013年第2四半期の部門別資金過不足を見ると、家計部門と民間非金融法人企業部門が資金余剰、一般政
府部門と海外部門が資金不足となっています。 

◆ 家計金融資産残高は増加し、1,590兆円となりました。その内訳では、依然として現金・預金が多いものの、株
式が、日本株式の上昇を受け増加しました。 

◆家計金融資産残高と政府債務との関係では、家計金融資産残高が増加し両者の差が拡大しました。家計金
融資産残高の増加が、“資産効果”として、個人消費等の増加につながり、今後の日本経済の下支えとなるこ
とを期待したいと思います。 

 
 
 

出所：図表①～③はブルームバーグ、日本銀行、財務省のデータよりニッセイアセットマネジメントが作成  

【図表①：部門別資金過不足】 
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◆2013年第2四半期の「資金循環統計」から、経済主
体別の資金の流れを把握し、直近の日本経済の動き
を捉えてみました。 
2013年第2四半期の主要部門別資金過不足をみる
と、一般政府部門の資金不足額は-17.8兆円（GDP
比率-3.5％）、海外部門は-1.3兆円（同-0.3％）、家計
部門は+24.4兆円（同+4.8％）、民間非金融法人企業
部門は+1.2兆円（同+0.2％）と財政赤字による政府
部門の資金不足を民間部門（家計、民間非金融法人
企業）が補う形となりました。（図表①） 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆2013年第2四半期の家計金融資産残高は、2012
年末から+46兆円増加し1,590兆円となりました。そ
の内訳では、現金・預金が依然として多く、860兆円と
全体の54％を占めています。また、株式は日本株式
の上昇を受け、2012年末に比べ+19兆円の増加とな
りました。（図表②） 
 
◆家計金融資産残高と政府債務の関係では、家計金
融資産残高が1,590兆円、政府債務が-1,009兆円と
両者の差は+581兆円と、+547兆円（2012年末）より
も拡大しました。（図表③） 
 
◆今後、一般政府部門では大幅な財政赤字、家計部
門では高齢化による金融資産の取り崩しという抑制
要因があるため、両者は接近すると予想されていま
す。しかし、これまでのところ、アベノミクスが奏功する
形で家計金融資産残高は増加しています。 
家計金融資産残高の動向は、個人消費等の先行指
標といわれています。家計金融資産残高の増加が、
今後の日本経済の下支えとなることを期待したいと思
います。 
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【図表③：家計金融資産と政府債務の推移】 

（期間：1998年～2012年、2013年は第2四半期まで) 

【図表②：家計金融資産の推移（内訳）】 

（兆円） 

日本銀行作成の「資金循環統計」の取引表において、各
部門の資産から負債を控除した差額を、「資金過不足」と
いいます。その部門がその取引期間中に資金過剰だっ
たのか、資金不足だったかが分かります。すべての実物
取引には必ず金融取引がありますので、金融取引を把
握することで実体経済の動きをつかむことができます。 

（期間：2011年第4四半期～2013年第2四半期、四半期) 

（期間：1998年第1四半期～2013年第2四半期、四半期) 
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